

































































































































































































国王（在位 1972 年 7 月 21 日─2006 年 12 月 14
日）ジグミ・シンゲ・ワンチュク（Jigme Singye 












































































































































































































































































































































金を支給した際、10 万円を限度に、国が 2 分








































2010 年 12 月 28 日付の毎日新聞夕刊は、兵庫
県と神戸市の実態調査の結果を次のように伝えて
いる。
『震災障害者 3 割が失業　7 割転居強いられ
る─兵庫県と神戸市調査』









































































阪神・淡路大震災から 10 年の 2005 年に実施し
た全国防災意識調査では、持ち家層で耐震診断を
「受けた・受けたい」と答えた人のうち、耐震不
足と診断されても 7割が「補強するかどうかは費
用次第」と答えている。子供の進学、親の介護、
家族の病気……。一生に一度あるかないかの地震
対策より明日の生活なのだ。また、壊れそうな文
化住宅、改修能力のない家主、低額家賃でなんと
か暮らしている低所得者という構図も大都市では
少なくない。中山間地ではこんなケースもある。
鳥取県西部地震で、老朽化した家屋に一人暮らし
の被災したお年寄りを訪ねたことがある。部分補
修だけで済まし、震災 5年経ってもボランティア
がブルーシートを毎月張り替えてくれる家で、そ
のお年寄りは暮らしていた。「子供たちが帰って
こないんだから、自分の暮らす部屋だけ直せばえ
え」と話した。この人たちに「耐震改修しないの
は自己責任。自助が大切だ」と言い切れるだろう
か。
阪神・淡路大震災で被災した人たちが暮らす災
害復興公営住宅を訪ねてみるがよい。支給を受け
た給付金が何のお金かわからないお年寄りたちも
いるのだ。
地位も、学識も、財力もある学者たちが「公に
頼りすぎるな」「自助が大切だ」と被災者たちを
責める図はあまりみっともいいものではない。
社会的責任を負う人たちは、もっと「なぜ、自
助ができないのか」という命題に思いを馳せるべ
きだろう。できないなら、できるような社会シス
テムの整備と支援策を用意すべきなのだ。
自分を助けるための情報も入手できない、手だ
てもわからない人たちのために、復興士という制
度の創設を提唱している。復興サポーター、復興
ファイナンシャルプランナー。名称はまだまだ考
慮の余地があるが、要するに住民と行政の間に
立って支援の前裁きをする人たちのことだ。行政
の仕組みや種々の手続き、支援のため諸制度に精
通している人たちを養成し、地域の脆弱な階層の
発掘にも手を貸してもらう。当然、守秘義務が求
められるから、想定されるのは社会福祉士や民生
委員といった人たちだ。組織的に対応してもらう
のが理想だが、難しければまず有志を募り、養成
することから始めてはどうだろう。
合わせて被災者台帳の整備が大切だ。幸い、こ
ちらは兵庫県西宮市情報センターの開発した被災
者支援システムがある。すでに総務省の外郭団
体・地方自治情報センターがこのソフトの普及に
力を入れており、全国的なネットワーク化も夢で
はない。ただ、このシステムの大敵は個人情報保
護法である。被災者台帳は、住民基本台帳をベー
スに福祉総合データベースや要援護者データベー
ス、学齢簿など行政が持つすべての情報と乗り入
れする必要がある。ところが、そこで個人情報保
護法が各データベースの乗り入れを許さない壁に
なるのだ。そもそも個人情報保護法は天下の悪法
と言ってもいい。悪用する連中には何の痛痒もな
く、連帯しようとしている被害者や仕事を効率よ
く進めたいと考えている人たちの前に意地悪く立
ちはだかる。自分たちの仕事を増やしたくない。
縦割り社会の中でぬくぬくとしていたい。被害者
に手をつながれては困る。こういう後ろ向きの人
たちを利している法律なのだ。そろそろこの法律
を見直す時が来ているといっていいだろう。当面
は個人情報保護法に災害免除の条項をもうけさせ
る算段をしなければならない。
要は災害サイクルを 180 度、ひっくり返し、被
災者支援─復興のところから、災害対応全般を発
想するよう提案したい。さすれば防災の底の浅
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図 4　被災者台帳の仕組み
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さ、本質を見ていない現状が浮き彫りになるに違
いない。
真の防災を確立するためには、復興士をファシ
リテーターに町内会─小学校区単位で足元の脆弱
性を発見するための事前復興計画づくりを進める
のもよいだろう。
2010 年度に立ち上げた九つの研究会は、脆弱
な階層、脆弱な地域から日本の災害体系を見直そ
うという災害サイクルを逆転させた発想を出発点
にしている。各研究会は、人間復興という大きな
構図に向かって、一つひとつジグゾーパズルを埋
めていくような作業を今、始めている。
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